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ウィンドプロファイラ（Wind Profiler Radar：WPR）
は、晴天域における風速の高度プロファイルを測定す
る観測機器である。乱流等に起因する気温・水蒸気の
局所的な変動は、大気の電波屈折率の擾乱を引き起こ
すことで、送信電波の散乱を発生させる。WPR は、
送信電波の半分の波長のスケールを持つ屈折率擾乱に
よる電波散乱（ブラッグ散乱）によるエコー（大気エ
コー）を受信する。大気エコーは背景風により移動す
るため、風速のアンテナビーム方向成分（視線速度）
が大気エコーのドップラー速度となる。多くの WPR
では、複数のアンテナビームを使用し、異なる視線方
向からのドップラー速度を得ることで、風速3成分（風
速の鉛直方向・東西方向・南北方向の成分）を測定する。

晴天域において風速を連続観測する手段は限られて

いるため、WPR は、乱流、大気重力波、降雨システ
ム等に関連する大気の力学過程の解明を目的とした学
術研究のみならず、気象状況の把握や天気予報を行う
気象業務にも利用されている [1]。気象庁では、全国
33 箇所に設置された 1.3 GHz 帯 WPR の観測・処理シ
ステム（Wind profiler Network and Data Acquisition 
System：WINDAS）を運用している。WINDAS で得
られた観測データは気象庁本庁にある中央監視局に集
められ、きめ細かな天気予報の基となる数値予報など
に利用されている [2][3]。WPR の観測網は、欧州等で
も運用されている [4]。

局地的大雨（ゲリラ豪雨）や竜巻による気象災害は、
社会に対する大きな脅威である。局地的に発生するこ
れらの極端気象を予測するためには、気象状態をより
細かい時間・空間スケールで把握する必要がある [5]。
気象状態をより細かい時間・空間スケールで把握する
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ためには、分解能に優れる観測手段が必要である。し
かし、現在の WPR が持つ測定性能には限界がある。
現在の WPR における鉛直分解能は 100 ～数 100 m、
時間分解能は最高で 1 分程度である。これらの分解能
では、積雲対流・大気境界層内のサーマル・大気不安
定等による小スケールの風の流れ（風速）や乱れ（乱流）
を十分に観測できない。また、WPR には、大気エコー
以外の非所望エコー（クラッタ）が受信信号に混入す
ることで、風速等の測定データ品質が低下する問題が
ある。クラッタは受信アンテナビームのサイドローブ
からも混入するため、地表に固定された樹木や建物、
地表を走行する車両（車や電車）、海面及び船舶、航
空機・鳥・虫などの地上・海上・空中に存在する様々
な対象がクラッタ源となりうる。多様な特性を持つク
ラッタを効果的に低減し、測定データ品質を向上させ
ることは、WPR における長年の課題である。

次世代 WPR は、局地的な気象現象が引き起こす小
スケールの風速や乱流を十分に把握できる観測分解能

（最高で数 10 m の鉛直分解能と 10 秒以下の時間分解
能）の達成を目指している。さらに、多様な特性を持
つクラッタを効果的に低減することにより、局地的か
つ短時間で変化する気象状態の把握と予測に寄与でき
る風速等の測定データ品質を実現することを目指して
いる。本報告では、次世代 WPR の研究開発における
目標、開発状況、及び今後の展開を述べる。

	 次世代ウィンドプロファイラ（WPR）

2.1	 次世代WPRの開発目標と開発方針
次世代 WPR の開発目標と開発方針は、以下の通り

である。

観測分解能の向上
局地的な気象現象が引き起こす小スケールの風速や

乱れを十分に把握できる観測分解能（最高で数 10 m
の鉛直分解能と 10 秒以下の時間分解能）を達成する。
目標とする観測分解能を達成する手段として、レー
ダーイメージングを用いる。レーダーイメージングに
は、周波数を送信毎に切り替えることでレンジ（鉛直）
分解能を向上させるレンジイメージング（Range 
Imaging：RIM）と、サブアレイアンテナ（以下、サブ
アレイと表記）を用いた多チャンネル受信を行うこと
で、角度分解能を向上させるコヒーレントレーダーイ
メージング（Coherent Radar Imaging：CRI）がある [6]。

測定データ品質の向上
多様な特性を持つクラッタを効果的に低減すること

で、局地的かつ短時間で変化する気象状態の把握と予

測に寄与できる風速等の測定データ品質を実現する。
目標とする測定データ品質を実現する手段として、サ
ブアレイを用いて受信アンテナのビームパターンを動
的に制御することでクラッタを低減するアダプティブ
クラッタ抑圧（Adaptive Clutter Suppression：ACS）[6]
を用いる。

既設WPRの活用
既設の WPR を開発プラットフォームとして使用す

ることで、次世代 WPR の技術開発に要する費用を削
減する。次世代 WPR を社会に広く利用するためには、
既設 WPR のハードウェアを極力活用することで設置
に要する費用を下げることが望ましい。既設 WPR の
改修により、次世代 WPR に要求される機能と性能を
実現することを目指した研究開発を実施する。

ソフトウェア無線（SDR）技術を用いたデジタル受信
機の開発

ソフトウェア無線（Software-Defined Radio：SDR）
技術を用いたデジタル受信機を開発することで、次世
代 WPR の技術開発と性能検証を実現する。従来の
WPR におけるリアルタイムデジタル受信データ処理
で は、Field Programmable Gate Array（FPGA）や
Digital Signal Processor（DSP）が 使 用 さ れ て い る。
FPGA や DSP を用いることで、高速なリアルタイム
データ処理が実現できる。一方、これらの設計には専
門技量が要求されるため、一旦実装した処理手順を容
易に変更できない。近年の SDR 技術の発展や汎用コ
ンピュータの高速化により、汎用のソフトウェア無線
用データ収集装置やワークステーションを用いた高速
デジタル処理が可能となっている。さらに、SDR 技
術を用いることで、汎用プログラミング言語を用いた
信号処理の開発が実現できる。そのため、SDR 技術
を用いることでデータ処理の実装・変更・拡張が容易

（コンフィギュラブル）なデジタル受信機を開発でき
る。コンフィギュラブルなデジタル受信機は、次世代
WPR に留まらず、将来開発される多様なセンサを迅
速かつ柔軟に開発する手段となり得る。

2.2	 次世代WPRの開発プラットフォーム
次 世 代 WPR の 開 発 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と し て、

NICT が有する既設の 1.3 GHz 帯 WPR（通称 LQ-13）
とデジタル受信機を使用する。

LQ-13
図 1 に LQ-13 の外観を示す。LQ-13 の中心周波数

は 1357.5 MHz である。LQ-13 は 13 台のルネベルグ
レンズから構成されるフェーズド・アレイ・アンテナ
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を有している。ビーム方向は鉛直及び東西南北（天頂
角 14°）の 5 方向に切替え可能である。ルネベルグレ
ンズの概要は [7] に示されている。RIM に必要となる
送信毎の送信周波数切替え機能を付加するため、
LQ-13 の安定化局部発振器（Stable Local Oscillator：
STALO）を改修した。STALO の改修により、LQ-13
では最大 5 波の送信周波数が使用できる。

デジタル受信機
次世代 WPR に求められる観測分解能と測定データ

品質を実現するためには、送信パルス幅に相当するサ

ンプリング間隔よりも小さい時間間隔で受信信号のサ
ンプリングを行うオーバーサンプリング（Oversam-
pling：OS）と多チャンネル受信が必要である。しかし、
LQ-13 に元来備えられた信号処理装置には OS と多
チャンネル受信の機能がない。そのため、SDR 技術
を用いたコンフィギュラブルなデジタル受信機を開発
することで、これらの機能を LQ-13 に実装する。

	 次世代WPRにおける新技術

WPR の観測分解能を向上させるレーダーイメージ

3

図 1	 次世代WPR の開発プラットフォームとして使用されている既設WPR（LQ-13）の外観。黄
色いFRPパイプに取付けられた5本のコリニアアンテナはクラッタ抑圧用サブアレイである。

図 2　RIMの概要説明図
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ングには、レンジ（鉛直）分解能を向上させる RIM と
角度分解能を向上させる CRI がある。また、受信ア
ンテナのビームパターンを動的に制御することでク
ラッタを抑圧する ACS は、多様な特性を持つクラッ
タを効果的に低減できる技術である。本章では、RIM、
OS、CRI 及び ACS の概要を述べる。

3.1	 レンジイメージング（RIM）
送信における周波数帯域幅を確保することで WPR

のレンジ（鉛直）分解能を向上させる手段として、短
パルス送信と周波数変調連続波（Frequency Modulat-
ed Continuous Wave：FMCW）を用いた周波数変調
パルス圧縮がある。また、送信パルスをサブパルスに
分割し、それぞれのサブパルスに位相変調を行うこと
でレンジ（鉛直）分解能とエコー検出感度の両方を確
保する位相変調パルス圧縮が広く用いられている。こ
れらの従来手法では、入力（受信信号）の状態にかか
わらず、受信信号の処理方法は同じである。これらの
従来手法に対し、RIM は、受信信号の状態に応じた
最適な出力を行う（入力に対してアダプティブな処理
を行う）ことでレンジ分解能を向上させる新たな技術
である。RIM では、送信毎に送信周波数を切り替え
ることで、送信される周波数（周波数チャンネル）毎
に受信信号を得る。同一のレンジにおいて、それぞれ
異なる散乱波の位相が各周波数チャンネルで受信され
る。RIM は、周波数チャンネル間における散乱波の
位相の違いを利用してレンジ分解能を向上させる。そ
のため、RIM は周波数領域干渉計（Frequency Do-
main Interferometry：FDI）とも呼ばれる。

図 2 に RIM の概要説明図を示す。RIM では、適応
信号処理（アダプティブ信号処理）を用いることで周
波数チャンネル毎に得た受信信号の重み付け和を計算
する。RIM は任意の測定レンジ（高度）において適用
できる。所望のレンジ  における RIM の入力には、  
に最も近いサンプルレンジで取得された受信信号を用
いる。所望のレンジに最も近いサンプルレンジで得ら
れた受信信号�(�) を、以下の式（1）で表す。

�(�) = ���(�)� ��(�)� � � ���(�)�
�
 � （1）

ここで  は時間、N� は送信される周波数の数、𝑠𝑠���� 
はi 番目の周波数チャンネルで得られた受信信号であ
る。また、T は行列の転置を表す。RIM では送信毎に
周波数を切り替えるため、受信信号のサンプル時刻は
最大で送信間隔のN� − 1 倍のずれがある。しかし、
大気エコーの時間変動はサンプル時刻の差異より十分
小さいため、同一の時刻  に受信信号がサンプルされ
たとみなせる。

重み付き合成後の出力�(�) は以下の式（2）で表され
る。

�(�) � ���(�) � （2）

ここで  は重み係数ベクトル  の複素転置である。
 を決定するために使用する適応信号処理は、Capon

法 [8] に基づいている。RIM における Capon 法では、
所望の高度における受信信号を同位相とし、さらに所
望の高度における利得を一定とする拘束条件のもと、
出力における非所望レンジからの信号寄与が最小とな
るよう受信信号を重み付け合成する [6][9][10]。非所望
信号の除去を主目的とする（観測分解能の向上が主目
的ではない）場合は、この適応信号処理の方法は方向
拘 束 付 き 電 力 最 小 化 法（Directionally Constrained 
Minimization of Power：DCMP）とも呼ばれる。

RIM における輝度  は以下の式（3）で表される。

 � （3）

ここで  は周波数がそれぞれ異なる受信信号の間で
計算された共分散行列である。i 番目の行・ｊ 番目の列
における  の要素  は、以下の式（4）で表される。

��� � � ��������∗����
�����

���
 � （4）

ここでN���� は計算に用いる受信信号時系列の数で
あり、  が最初のサンプル時刻、  が最後のサン
プル時刻となる。

拘束条件は以下の式（5）で表される。

 � （5）

 は  におけるステアリングベクトルであり、以下の
式（6）で表される。

� � 1
�N�

������������� ������������ � � ��������������� �（6）

ここで  はi 番目の波数である。  は WPR のハー
ドウェアにより決定される初期位相である。

RIM では、任意の 1 つの周波数（m 番目の周波数と
する）を基準とした  と  の位相差 −  を式（6）
に示す  の代わりに使用しても、同じ結果を得るこ
とができる。 −  は、  と  の位相差から近似的
に求めることができる。図 3 に、周波数チャンネルが
異なる受信信号の相互相関から得た位相差の測定例を
示す。図3に示す位相差では、異なる2つの周波数チャ
ンネルから得られた受信信号のそれぞれに対し、レン
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ジによる位相変化を補正している。送信パルスの形状
と受信時の周波数フィルタリングにより、個々の散乱
体からのエコー強度は散乱体が存在する高度に依存し
て重み付けされる（レンジ重み付け効果）。レンジ重
み付け効果により、サンプルレンジ中心に近い散乱体
のエコー強度は大きく重み付けされ、サンプルレンジ
中心から離れた散乱体のエコー強度は小さく重み付け
される。そのため、測定された位相差の中央値あるい
は平均値を用いることで、散乱体が存在する高度のば
らつきによる −  の推定誤差を減ずることができ
る。

式（5）に示す方向拘束条件のもとで  を最小とする
 は、以下の式（7）で表される。

 � （7）

RIM では、�(�) において所望の高度以外に存在す
る非所望エコーの混入が最小となるように  を決定す
ることで、レンジ分解能を向上する。そのため、エ
コーの信号対雑音比（Signal to Noise Ratio：SNR）や
高度分布などに依存してレンジ分解能が変化する。

RIM は、同じ送信周波数帯域を使用する短パルス
送信を行う場合と比較して、送信パルスの周波数スペ
クトルにおける送信周波数帯域外の成分（スプリアス）
が小さい利点がある [11]。また、RIM では、FMCW
を用いたパルス圧縮と比較してレンジエリアシングの
影響を小さくできる。一方、RIM では送信毎に周波
数を切り替えるため、RIM を使用しない場合と比較
して受信信号に対するナイキスト周波数（ナイキスト

速度）が低下することに注意が必要である。また、複
数の周波数を用いる RIM では可能となる受信信号の
時間積分回数が減るため、RIM なしの場合と比較し
て SNR の面で不利となることに注意が必要である。
さらに、RIM により達成されるレンジ分解能は送信
パルス幅で決定される通常のレンジ分解能よりも優れ
るため、�(�) の強度とエコー検出感度がレンジ重み付
け効果の影響を受ける点に注意が必要である。レンジ
重み付け効果による�(�) の強度とエコー検出感度の低
下は、送信パルスの端付近に相当するレンジにおいて
顕著となる [12]。

RIM における周波数変化は最大でも数 MHz の範囲
であるため、既設の WPR のハードウェアに対する送
信毎の周波数切替え機能の付加とデジタル受信データ
処理機能の改修により、RIM 機能を実装することが
できる。LQ-13 では、STALO を改修することで送信
における周波数変換の最終段で送信毎に周波数を切り
替えている。そのため、中間周波数（Intermediate 
Frequency：以下 IF）でのアナログ信号用ハードウェ
アは変更することなく使用している。

3.2	 オーバーサンプリング（OS）
OS は、送信パルス幅よりも小さい時間間隔で受信

信号のレンジサンプリングを行う観測手法である。レ
ンジ重み付け効果のため、RIM のみを使用する（OS
を使用しない）場合では、�(�) の強度とエコーの検出
感度がレンジ方向に依存する。レンジ重み付け効果に
よる�(�) の強度とエコー検出感度の低下は、送信パル
スの端付近に相当するレンジにおいて顕著となる。
OS と RIM を併用し、RIM を適用する所望レンジと
サンプルレンジの差を小さくすることで、レンジ重み
付け効果によるエコーの検出感度低下を小さくできる
[12]。

OS は、RIM を用いない場合にも有用である。大気
エコーは送信パルス幅で決定されるレンジ分解能より
も小さい鉛直スケールを持つことが多いため、OS を
用いることでレンジ重み付け効果による検出感度の低
下や風速の高度プロファイル測定における不確かさを
減らすことができる。OS と適応信号処理を用いた鉛
直分解能の向上手法も提案されている [13]。

3.3	 コヒーレントレーダーイメージング（CRI）
図 4 に CRI の概要説明図を示す。CRI では、サブ

アレイから得られた受信信号を重み付き合成すること
で、角度分解能を向上する。  を決定するための適応
信号処理には、RIM の場合と同様に Capon 法の原理
を用いることができる [6][14][15]。そのため、CRI に
おける信号処理は、サブアレイから得た受信信号を用

図 3	 周波数チャンネルが異なる受信信号の相互相関から得た位相差の測定
例。ヒストグラムは位相差の分布を、赤点線は位相差の平均値をそれ
ぞれ示す。
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いることと、  が異なることを除き、�(�) 及び  の決
定に用いる式（2）-（5）及び式（7）は同じである。サブ
アレイ毎に得た受信信号の位相情報を利用してレンジ
分解能を向上する CRI は、空間領域干渉計法（Spatial 
Domain Interferometry：SDI）とも呼ばれる。

レンジ  ・時間  における受信信号�(�) を、以下の式
（8）で表す。

�(�) = ���(�)� ��(�)� � � ����(�)�
�
 � （8）

N�� は使用するサブアレイの数、𝑠𝑠���� はi 番目のサブ
アレイから得られた受信信号である。

 は以下の式（9）で表される。

� � 1
�N��

�������, ������, … , �������� �� � （9）

ここで  はi 番目のサブアレイの中心座標である。
 は所望方向における波数ベクトルであり、以下の式

（10）で表される。

 � （10）

ここで  は送信波長、  と  はそれぞれ所望方向の方
位角と天頂角である。式（9）では、サブアレイの受信
初期位相が較正されていることと、各サブアレイの雑
音レベルが同一であることが仮定されている点に注意

が必要である。
CRI では、�(�) において所望方向以外に存在する非

所望エコーの混入が最小となるよう  を決定すること
で、角度分解能を向上する。そのため、エコーの
SNR や空間分布などに依存して角度分解能が変化す
る。非所望方向に存在する大気エコーとクラッタの両
方が、CRI により抑圧される対象となる。CRI では、
受信アンテナビームのメインローブ形状が受信信号の
状態により変化するため、測定された大気エコーの強
度やスペクトル幅の定量的な解釈に注意が必要である。

3.4	 アダプティブクラッタ抑圧（ACS）
ACS は適応信号処理を用いた受信信号の重み付き

合成を行う点で RIM 及び CRI と同様であるが、ACS
では大気エコーの SNR の低下（受信アンテナビーム
のメインローブ形状の変化）を抑えつつクラッタを低
減することを目的としている。DCMP の原理は受信
アンテナビームのメインローブ形状が大きく変化する
ことを許容しているため、ACS では  の決定に用い
る適応信号処理としてノルム拘束・方向拘束付き電力
最 小 化 法（Norm-Constrained DCMP：NC-DCMP）
[16]-[18] を用いる。ACS には、主アンテナを構成する
サブアンテナをサブアレイとして用いる方法 [19][20]
と、主アンテナ及び主アンテナのメインローブ方向に
感度を持たないクラッタ抑圧用サブアレイアンテナ

（以下、クラッタ抑圧用サブアレイ）を用いる方法

図 4	 CRI の概要説明図。図では一定の方位角方向における受信信号の利得変化
を示しているが、実際の受信信号の利得は方位角と天頂角の両方で変化す
ることに注意。
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[21]-[23] がある。前者では受信アンテナビームのメイ
ンローブから混入するクラッタとサイドローブから混
入するクラッタの両方が、後者ではサイドローブから
混入するクラッタのみがクラッタ抑圧の対象となる。
図 5 に、WPR の主アンテナとクラッタ抑圧用サブア
レイを用いた ACS の概要説明図を示す。

DCMP と NC-DCMP では、  の決定に用いる拘束
条件が異なる。NC-DCMP における拘束条件は、以下
の式（11）で表される。

� （11）

上段の式が方向拘束条件、下段の式がノルム拘束条
件となる。δ は正の実数であり、許容しうる雑音レベ
ル増加の上限と等価である。

主アンテナを構成するサブアンテナをサブアレイと
して用いる方法では、  は式（9）で表される。WPR の
主アンテナとクラッタ抑圧用サブアレイを併用する方
法では、  の要素  は以下の式（12）で表される。

� （12）

�
ここで 1 番目の要素は主アンテナから得られた受信

信号に対するステアリングベクトルの要素、2 番目か
らN�� 番目までの要素はクラッタ抑圧用サブアレイか
ら得られた受信信号に対するステアリングベクトルの
要素である。式（12）に示す通り、主アンテナからの
受信信号は重み付けなしに（そのまま）出力される。
また、主アンテナのメインローブ方向に感度を持たな
いクラッタ抑圧用サブアレイに対しては方向拘束がな
い。

式（11）に示す拘束条件のもとで  を最小とする  は、
以下の手順で計算できる [18]。

手順 1：
CRI の場合と同じ手順で（DCMP を用いて）  を求

める。求めた  のノルム（  ）が式（11）に示すδ 以
下の場合は、求めた  を解とする。求めた  のノルム

 
 

�� = 1, 
�� = 0  (2 ≤ i ≤ N��) 

図 5　WPRの主アンテナとクラッタ抑圧用サブアレイを用いたACSの概要説明図
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がδ より大きい場合は、手順 2 を行う。

手順 2：
 に疑似雑音を加えることで、ノルムがδ 以下とな

る  を探す。  に疑似雑音を加えた場合に計算される
 は、以下の式（13）で表される。

���� � �� � ������
���� � ������ � （13）

ここで  は正の実数、  は単位行列である。  の増加
に伴い  のノルムは単調に減少するため、  を単
調に増加させる反復計算を行うことで  のノルム
がδ 以下となる  （以下、  ）を見つけることができる。
手順 3 のため、  を決定した直前の計算で用いた  （以
下、  ）の値を保存しておく。

手順 3：
式（11）の拘束条件を満たす最小の  （以下、  ）

を見つける。  であり、  の増加に伴い
 のノルムは単調に減少するため、  は 2 分法

を用いて決定できる。

手順 4：
 を用いた計算により、  を決定する。  は以

下の式（14）で表せる。

� � �� � ���������
���� � ��������� � （14）

主アンテナとクラッタ抑圧用サブアレイを併用する
方法では主アンテナのメインローブに混入するクラッ
タの抑圧を目的としないが、クラッタ抑圧用サブアレ
イを新たに設置することで既設の WPR に対しても比
較的容易に ACS の機能を付加することができる [23]。
また、主アンテナとしてフェーズド・アレイ・アンテ
ナでないアンテナ（パラボラアンテナ等）を使用する
WPR に対しても、ACS 機能を付加できる。さらに、
クラッタ抑圧用サブアレイからの受信信号に対して位
相の調整を行う必要がないため、クラッタ抑圧用サブ
アレイの設置と保守が容易である。また、この方法に
おいては、ハードウェアの差異により主アンテナとク
ラッタ抑圧用サブアレイの雑音レベルが同じとならな
いことが一般的である。そのため、主アンテナとク
ラッタ抑圧用サブアレイで検出されるクラッタ強度を
等価に扱えるよう、主アンテナ及び各クラッタ抑圧用
サブアレイから得られる受信信号をそれぞれの雑音レ
ベルで正規化し、正規化した受信信号を用いて ACS
処理を行う必要がある。

クラッタの低減における DCMP と NC-DCMP の比
較結果と�(�) における雑音レベルの増加結果を評価す
ることで、最適なδ を自動で決定する方法も提案され
ている [24]。

図 6　LQ-13 に付加されているデジタル受信機の構成及び機能の説明図
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	 現在の開発状況

4.1	 SDR 技術を用いたデジタル受信機の開発
既設の WPR に OS と多チャンネル受信の機能を付

加することを目的としたデジタル受信機の開発に取り
組んでいる。図 6 に、現在 LQ-13 に付加されている
デジタル受信機の構成及び機能の説明図を示す。デジ
タル受信機は 4 台のソフトウェア無線用データ収集装
置（Ettus Research 社製 USRP X310[25]）とワークス
テーション（Workstation：以下 WS）で構成されてい
る。USRP X310 はホストへのデータ転送用インタ
フェースとして高速データ通信が可能な 10 ギガビッ
トイーサネットを有しているため、次世代 WPR に要
求される OS 機能を実現できる。

USRP X310 では LQ-13 の主アンテナ及び 5 台のク
ラッタ抑圧用サブアレイからの IF 受信信号のそれぞ
れに対し、アナログ―デジタル変換回路（Analog-to-
Digital Converter：以下 ADC）を用いたデジタル化と
デジタル直交検波を行う。主アンテナからの受信信号
の IF は 15 MHz、クラッタ抑圧用サブアレイからの
受信信号の IF は 130 MHz である。デジタル直交検
波後の複素受信信号は、10 ギガビットイーサネット
を通じて WS に伝送される。WS への転送レートは
10 メガサンプル毎秒（Megasamples per second：MS 
s－1）である。

WS では測距（レンジング）・レンジ方向のフィルタ
リング・位相変調パルス圧縮された受信信号の復号処
理・時間積分・ハードディスクへのデータ保存を行う。
WS のオペレーティングシステムは Ubuntu である。
WS では、USRP X310 からのデータ取得及びレンジ
ングを実施するスレッド（Data Taking Thread）とレ
ンジングより後段のリアルタイムデジタル受信データ
処理を実施するスレッド（Signal Processing Thread）
を用いることで、USRP X310 からのデータ取得とリ
アルタイムデジタル受信データ処理を同時に実行する。
Data Taking Thread においてレンジングを行った受
信信号データは、共有メモリ（Shared Memory）を介
して Signal Processing Thread に渡される。共有メモ
リはダブルバッファ構成とし、片方のバッファでは
Data Taking Thread からのデータ書き込みを、もう
片方のバッファでは Signal Processing Thread からの
データ読み込みを行うことで、Data Taking Thread
と Signal Processing Thread との間におけるデータ競
合の発生を防いでいる。

USRP X310 は、ADC を搭載したデジタルボードで
は一般的である、トリガ信号の入力を基に定められた
データ量のみをサンプリングする機能がない（つまり、
常に入力データのサンプリングとホストへのデータ転

送が行われる）。そのため、WS でレンジングを行っ
ている。レンジングに必要となる受信開始用トリガ信
号（Trigger）は LQ-13 本体から USRP に入力され、さ
らに WS に伝送されている。多チャンネルの受信信
号を並列処理するため、Signal Processing Thread は、
主アンテナ（Main Antenna）及び 5 台のクラッタ抑圧
用サブアレイ（Subarray）からの受信信号のそれぞれ
に 対 し て（ 計 6 つ が ）実 行 さ れ る。 ま た、Signal 
Processing Thread に お い て OpenMP[26] を 用 い た
ループ処理の並列化を行うことで、処理速度を向上さ
せている。

汎用プログラミング言語である C++ を用いて、リ
アルタイムデジタル受信データ処理用プログラムを開
発している。また、USRP X310 に対する測定パラメー
タ（受信信号の中心周波数・USRPX310 から WS への
データ転送レートなど）の設定やサンプリング開始な
ど の 制 御 に は、Ettus Research 社 が 提 供 す る
Universal Hardware Driver（UHD）[27] を使用してい
る。UHD は C++ から利用できる。UHD を使用する
ことで、専門技量を要する FPGA の回路設計を行う
ことなく、USRP X310 上でデジタル直交検波を行え
る。C++ で記述されたソースコードは可読性と可用
性が高いため、リアルタイムデジタル受信データ処理
の内容を容易に変更あるいは追加できる。さらに、受
信周波数の変更や受信チャンネル数の変更も容易であ
る。これらの点で、開発したデジタル受信機はコン
フィギュラブルである。

開発したデジタル受信機は、WPR 本体と周波数を
同期するための 10 MHz 参照信号、USRP 間のデータ
転送タイミングを同期させるための毎秒パルス（1 
Pulse Per Second：1 PPS）信号、WPR 本体の送信あ
るいは受信開始を知るためのトリガ信号、及び主アン
テナからの IF 受信信号を供給することで、既設の
WPR に接続することができる。LQ-13 では、USRP 
X310 と LQ-13 本 体 の 周 波 数 を 同 期 さ せ る た め、
LQ-13本体の構成品である全地球測位システム（Global 
Positioning System ま た は Global Positioning 
Satellite：以下 GPS）受信機から出力される 10 MHz
参照信号をそれぞれの USRP X310 に入力している。
また、USRP X310 間のデータ転送タイミングを同期
させるため、同じ GPS 受信機から出力される 1 PPS
信号をそれぞれの USRP X310 に入力している。送信
あるいは受信開始を知るためのトリガ信号の入力にあ
たっては、USRP X310 の持つ入力端子のインピーダ
ンスが 50 Ωであることに注意する必要がある。異な
る WPR 間におけるトリガ信号やリアルタイムデジタ
ル受信データ処理における差異は、WS における処理
内容の変更により対応することが期待できる。

4
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4.2	 RIM・OS・ACS 機能の実装
　4.1に述べたデジタル受信機では、最大 10 MS s-1

のオーパ - サンプリングが可能である。つまり、送信
パルス幅 1 μs の場合において最大 10 倍の OS が可能
である。また、デジタル受信機は、RIM のため送信
周波数毎に取得された受信信号に対してリアルタイム
デジタル受信データ処理を行う機能を持つ。開発した
デジタル受信機を用いることで、RIM と OS を併用
した高鉛直分解能測定を可能とした。

LQ-13 に接続する ACS システムを開発した。図 7 に、
現在 LQ-13 に接続されている ACS システムの構成及
び機能の説明図を示す。また、図 8 に ACS システム
の外観を示す。本 ACS システムは地上もしくはその
付近に存在するクラッタを抑圧することを主な目的と
しているため、クラッタ抑圧用サブアレイ（Subarray）
には、低仰角のクラッタに対し感度を有する 7 段コリ
ニアアンテナを使用している。コリニアアンテナは水
平面内で無指向性である。5 本のクラッタ抑圧用サブ
アレイのそれぞれから得られた受信信号は、アンテナ
直下に設置された屋外ユニット（Outdoor Unit）に伝
送される。屋外ユニットには、アンテナからの受信信
号を増幅する低雑音増幅器（Low Noise Amplifier：以
下 LNA）に加え、リミッタ（Limiter）と送信時に入力

を遮断するスイッチ（Isolating Switch）が設置されて
いる。リミッタとスイッチは、送信時に入力される大
電力から LNA を保護するとともに、クラッタ抑圧用
サブアレイからの過大な入力による LNA の飽和を防
ぐことを目的としている。LNA で増幅された受信信
号は、屋内ユニット（Indoor Unit）に伝送される。屋
内 ユ ニ ッ ト で は、 周 波 数 変 換 器（Frequency 
Converter）に よ る IF へ の 周 波 数 変 換、 増 幅 器

（Amplifier）による受信信号の増幅、受信された送信
パルスを遮断するスイッチ（Isolating Switch）による
後段の機器（USRP X310）の保護、バンドパスフィル
タ（Band Pass Filter：BPF）による受信信号の周波数
帯域制限を行う。IF は 130 MHz である。BPF は、受
信された送信パルスを遮断するスイッチの動作により
生じるノイズを低減する目的でも使用されている。屋
内ユニットの出力は、デジタル受信機に入力される。
デジタル受信機は、主アンテナ及び 5 台のサブアレイ
からの受信信号に対するリアルタイムデジタル受信
データ処理を行う。

LQ-13 による、RIM・OS・ACS を用いた大気下層
の観測例を図 9 に示す。LQ-13 では、5 波の周波数切
替え送信を用いた RIM を実施している。送信周波数
の差は最大 1.5 MHz である。1 μs の送信パルス幅に

図 7	 LQ-13 に接続されているACSシステムの構成及び機能の説明図。Isolating Switch は送信時に
入力を遮断するスイッチを、LNAは低雑音増幅器を、BPF はバンドパスフィルタをそれぞれ示
す。
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対し、レンジサンプリング間隔 0.2 μs（レンジ間隔 30 
m）の OS を行っている。鉛直流は約 8.2 秒毎に取得さ
れているが、得られたドップラースペクトルを 2 回時
間方向に積分している（インコヒーレント積分してい
る）ため、図 9 に示す鉛直流の表示間隔は約 16.4 秒で
ある。ACS を用いることで、地表に存在する固定ク
ラッタ（グラウンドクラッタ）の影響を低減している。

RIM を用いることで、サーマルや大気不安定の発生
に伴うと考えられる鉛直方向の風速（鉛直流）の変動
を詳細に捉えている。

科研費基盤 S 研究（課題名：ストームジェネシスを
捉えるための先端フィールド観測と豪雨災害軽減に向
けた総合研究）において、RIM 機能を持つ境界層レー
ダー（Boundary Layer Radar：以下神戸 BLR）が兵庫
県神戸市において設置・運用されている。NICT が開
発した 3 台のクラッタ抑圧用サブアレイを持つ ACS
システム [23] とデジタル受信機が、BLR に付加され
ている。さらに、LNA を収納した屋外ユニットをク
ラッタ抑圧用サブアレイの直下に追加することで、ク
ラッタの検出感度を向上させている。本科研費の研究
目的のひとつは、晴天域に発生する上昇流が雲を発生
させ、さらに発生した雲が豪雨をもたらす積乱雲に発
達するまでの諸過程をマルチセンサ観測により捉える
ことである。晴天大気中における上昇流を高分解能で
観測することが可能な神戸 BLR と気象レーダー、雲
レーダー、ライダー、ラジオゾンデ（気球）観測等を
併用したマルチセンサ観測により、積乱雲を発達させ
る大気中の諸過程の解明に取り組んでいる。

	 次世代ウィンドプロファイラの実用化� 	
	 と標準化を目指した取組み　　　　　

NICT による ACS の開発成果を基に、NICT の高
度通信・放送研究開発委託研究（課題名：次世代ウィ
ンドプロファイラの実用化に向けた研究開発）が昨年
度（2018 年度）から実施されている。本委託研究では、
ACS の実用化を目指した実証実験を実施する。また、
ACS の実証実験に使用する機材（以下、実証実験用機
材）も製作する。以下に、ACS の実証実験用機材の製

5

図 8	 ACS システムを構成するクラッタ抑圧用サブアレイ、屋外ユニット、
及び屋内ユニットの外観。デジタル受信機の構成品であり、ACS シ
ステムから出力される受信信号に対するリアルタイムデジタル受信
データ処理を行うUSRP X310 の外観も示されている。

図 9　LQ-13 による、RIM・OS・ACSを用いた大気下層の観測例。（a）は輝度（エコー強度）の、（b）は鉛直方向の風速（鉛直流）の時間高度変化をそれぞれ示す。
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作と、実証実験の概要を述べる。

ACS の実証実験用機材の製作
LQ-13 に、新たな ACS システム（新 ACS システム）

を導入する。図 10 に新 ACS システムの概要説明図
を示す。新 ACS システムは、クラッタ抑圧用サブア
レイ（Subarrays for Receiving Clutter）、多チャンネ
ルアナログ受信機（Multi-Channel Analog Receiver）、
多 チ ャ ン ネ ル 信 号 処 理 装 置（Multi-Channel Signal 
Processing Unit）、及び観測制御装置（Observation 
Control Unit）から構成される。LQ-13 本体の送信部

（Transmitter）及び主アンテナ（Main Antenna）は、
そのまま使用する。LQ-13 の受信機（Receiver）は、主
アンテナを構成するルネベルグレンズ（LA）のそれぞ
れに対して、受信信号の増幅を行う LNA と第一 IF

（IF1）への周波数変換を行う周波数変換器（Frequency 
Converter）を持つ。これらの LNA と周波数変換器も、
そのまま使用する。これらの既設ハードウェアの動作

に必要な各種信号を伝送するためのハードウェア
（Devices for Controlling Antenna/Transmitter/
Receiver）も、可能な範囲でそのまま使用する。IF1

は 130 MHz である。
実証実験では、多様な特性を持つクラッタに対して

ACS の性能検証を行う。そのため、異なる指向特性
を持つクラッタ抑圧用サブアレイを製作することで、
クラッタの特性に応じた効果的なクラッタ抑圧の方法
を比較・評価する。

多チャンネルアナログ受信機は、屋外ユニット
（Outdoor Unit）と屋内ユニット（Indoor Unit）から構
成される。屋外ユニットはクラッタ抑圧用サブアレイ
の直下に設置され、LNA による受信信号の増幅と IF1

への周波数変換を行う。屋外ユニットの製作数は 12
である。屋内ユニットでは、IF1 から第二 IF（IF2）へ
の周波数変換を行うとともに、受信信号を増幅する。
IF2 は 15 MHz である。屋内ユニットは、受信チャン
ネル数 6 のサブユニット 4 台と制御ユニットで構成さ

図 10　新ACSシステムの概要説明図。LAは LQ-13 の主アンテナを構成するルネベルグレンズを、LNAは低雑音増幅器をそれぞれ示す。
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れ、最大受信チャンネル数は 24 である。制御ユニッ
トは、サブユニットの動作に必要となる制御信号と
IF2 への周波数変換に使用する 115 MHz 信号を供給
する。屋内ユニットは、クラッタ抑圧用サブアレイだ
けでなく、LQ-13 の主アンテナを構成する 13 台の
LA のそれぞれから得た受信信号に対しても IF2 への
周波数変換と信号増幅を行うことが可能である。その
ため、新 ACS システムでは、主アンテナを構成する
サブアンテナをサブアレイとして用いた ACS を行う
ことができる。

多チャンネル信号処理装置では、最大 24 チャンネ
ルの受信信号に対するリアルタイムデジタル受信デー
タ処理（デジタル直交検波・レンジング・レンジ方向
のフィルタリング・位相変調パルス圧縮された受信信
号の復号処理・時間積分）を行う。ACS の実用化に耐
える処理性能と信頼性を確保するため、多チャンネル
信号処理装置では FPGA を用いたリアルタイムデジ
タル受信データ処理を実施する。観測制御装置では、
送受信及び信号処理に必要となる測定パラメータの設
定・観測の開始及び制御・ACS 処理・ならびに測定デー
タの保存を行う。

ACS の実証実験
ACS の実証実験では、LQ-13 を用いた実証実験と

LQ-13 以外の WPR を用いた実証実験の両方を実施す
る。LQ-13 を用いた実証実験では、異なる指向特性を
持つサブアレイを用いた ACS の性能評価に加え、主
アンテナを構成する LA のそれぞれから得た受信信号
を用いた（主アンテナを構成するサブアンテナをサブ
アレイとして用いた）ACS の性能評価も実施する。さ
らに、多様なクラッタ環境下における ACS の性能評
価を行うため、LQ-13 以外の既設 WPR を用いた ACS
の実証実験も実施する。実証実験の実施年度は、2019
年度と 2020 年度である。

2018 年度は、4 種類のクラッタ抑圧用サブアレイ（3
段コリニアアンテナ・7 段コリニアアンテナ・5 素子
八木アンテナ・12 素子八木アンテナ）と多チャンネル
アナログ受信機の屋外ユニットを製作するとともに、
屋外ユニット以外の新 ACS システムの構成品を設計
した。図 11 に、製作したクラッタ抑圧用サブアレイ
の外観と NICT の大型電波暗室における測定時の写
真を示す。さらに、LQ-13 以外の既設 WPR を用いた
実証実験の実施に必要となる関係機関との調整を行う

図 11	 2018 年度に製作したクラッタ抑圧用サブアレイの外観。（a）は 3段コリニアアンテナの、（b）は 7段コリニア
アンテナの、（c）は 5素子八木アンテナの、（d）は 12 素子八木アンテナの外観をそれぞれ示す。（e）はNICT
の大型電波暗室におけるクラッタ抑圧用サブアレイのビームパターン測定時の写真。
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とともに、既設 WPR への実証実験機材の接続方法の
検討を進めた。

2017 年 11 月に、ISO/TC 146/SC 5/WG 8 “Radar 
wind profiler" による WPR の ISO 規格策定が開始さ
れた。ISO/TC 146/SC 5/WG 8 による WPR の ISO
規格策定において日本からの提案を行うことを目的と
した、国内審議委員会が設置されている。国内審議委
員会は、WPR に関連する官公庁・企業・研究機関に
所属するメンバーで構成されている。NICT の職員が、
国内審議委員会の委員及び ISO/TC 146/SC 5/WG 8
の Expert（日本代表）として、WPR の ISO 規格策定
に参加している。NICT では、次世代 WPR の研究開
発成果と WPR の運用・保守の経験・ノウハウを生かし、
さらに国内審議委員会のメンバーと連携することで、
WPR の設計・製造・保守における品質を確保すると
ともに、WPR の最新技術が反映された ISO 規格の策
定を目指している。

	 今後の展開

次世代 WPR は、局地的な気象現象が引き起こす小
スケールの風速や乱流を十分に把握できる観測分解能

（最高で数 10 m の鉛直分解能と 10 秒以下の時間分解
能）の達成を目指している。また、多様な特性を持つ
クラッタを効果的に低減することにより、局地的かつ
短時間で変化する気象状態の把握と予測に寄与できる
風速等の測定データ品質を実現することを目指してい
る。次世代 WPR では、多周波切替え送信によりレン
ジ（鉛直）分解能を向上させる RIM、レンジ重み付け
効果の低減により RIM の性能を向上させる OS、サ
ブアレイを用いることで角度分解能を向上させる CRI、
サブアレイを用いて受信アンテナのビームパターンを
動的に制御することでクラッタを抑圧する ACS を用
いて、次世代 WPR に要求される観測分解能と測定
データ品質を実現する。これまでに、ソフトウェア無
線技術を用いたデジタル受信機と、既設の WPR に付
加できる ACS システムを開発した。NICT が主体と
なって取り組む次世代 WPR の研究開発に加え、ACS
の実用化を目指した高度通信・放送研究開発委託研究
や、WPR の標準化を目的とした ISO 規格の策定も進
められている。

今後も次世代 WPR に関する技術開発を進めるとと
もに、さらに LQ-13 等を用いた観測実験に取り組む
ことで、次世代 WPR で達成できる観測分解能と測定
データ品質を実証していきたい。また、次世代 WPR
を用いた乱気流発生の早期検出による航空機の安全な
運行の実現や、積乱雲発達の早期探知によるゲリラ豪
雨予測への貢献など、安心・安全な社会に貢献するア

プリケーション創出に取り組んでいきたい。次世代
WPR の開発成果を、気象レーダーをはじめとする他
のリモートセンシング機器の技術開発と性能向上に展
開することにも注力したい。風速を観測する WPR と、
降水を観測する気象レーダー・雲を観測する雲レー
ダー・エアロゾルや水蒸気を観測するライダー・風速
の 3 次元分布を観測するドップラーライダー等を併用
したマルチセンサ観測は、大気中の力学過程や雲物理
過程の解明に加え、局地的な気象現象の把握と予測に
大きく貢献し得る手段でもある。次世代 WPR の開発
成果を、マルチセンサ観測の推進にも生かしていきた
い。
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